
１．被保険者数の将来推計

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H37年度

41,624 41,346 40,947 40,437 39,935 39,425 36,957

13,235 13,544 13,745 13,821 13,897 13,973 13,699

65～74歳 6,585 6,764 6,786 6,733 6,679 6,626 5,340

75歳以上 6,650 6,780 6,959 7,088 7,218 7,347 8,359

14,026 13,776 13,543 13,314 13,086 12,858 11,979

14,363 14,026 13,659 13,302 12,952 12,594 11,279

31.80% 32.76% 33.57% 34.18% 34.80% 35.44% 37.07%

資料１　介護保険事業量の見込み

年齢区分別被保険者数の推計

高齢化率

第１号被保険者

第２号被保険者

人　　　口

40歳以下

　被保険者については、第１号被保険者（６５歳以上）は平成３２年度にピークを迎え、１３，９７３人
と見込んでいます。
　また、高齢化率は年々上昇し、平成３２年度には約３５．４％に達すると見込まれています。

【被保険者の推計の考え方】 
 
 住民基本台帳の人口及び第１号被保険者数の実績を元にコーホート要因法で総人口と高
齢者人口（第１号被保険者）の将来動向を推計しました。  
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（注） 
本資料の推計値・見込みは、現時点での
推計のため、今後の検討等で変更の可能
性があります。 
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H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 Ｈ32年度 Ｈ37年度

238 243 238 254 261 269 294
451 491 460 489 504 515 561
406 407 451 454 469 485 537
450 454 463 478 496 513 575
345 350 326 361 377 388 443
294 328 325 338 353 367 416
230 240 244 247 257 268 307

2,414 2,513 2,507 2,621 2,717 2,805 3,133

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 Ｈ32年度 Ｈ37年度

17.8% 18.3% 17.9% 18.7% 19.3% 19.8% 22.6%

17.6% 18.0% 18.4%

要支援２

要介護１

認定率の推移

認定者数の推移

要支援・要介護度別認定者数の推計

　第１号被保険者数に対する認定者数の割合は第６期計画策定時の見込みを下回っています。
  認定者数は第２号被保険者も含めていますが、大部分が第１号被保険者であることから、認定率について
は第１号被保険者に対する認定者の割合を認定率としています。

第６期計画

第７期計画

合　　　　計

２．要支援・要介護認定者数の推計

要介護４

要介護５

要支援１

要介護３

要介護２

【認定者数の推計の考え方】 
  
 現状における性別・年齢別人口に占める要支援・要介護度別認定者数の比率（認定者の出
現率）を求め、これを将来の性別・年齢別被保険者数に乗じることで将来の認定者数を推計
しました。  
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（１月当たりの利用者数）

Ｈ29年度 H30年度 H31年度 Ｈ32年度 Ｈ37年度

222 227 249 273 344

22 23 25 29 39

101 102 110 119 161

35 43 48 54 76

72 84 94 101 127

342 345 376 405 524

108 114 124 136 171

50 49 54 57 71

12 16 18 19 23

121 148 148 148 148

589 604 664 728 922

11 15 16 19 20

1 1 1 1 1

105 106 112 117 138

21 27 30 33 42

49 54 57 59 61

117 117 119 121 121

0 0 0 0 0

15 18 21 23 25

926 952 1,016 1,076 1,284

263 265 265 265 265

129 173 173 173 173

101 115 115 115 115

3,412 3,598 3,835 4,071 4,851

３．給付対象サービスの利用者数の見込み

（１）居宅介護サービス

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

＊介護（予防)給付利用者数の見込み＊

合　　　　　　　　計

居宅療養管理指導

（２）地域密着型サービス

（３）住宅改修

（４）居宅介護支援（介護予防支援）

福祉用具購入

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

（５）介護保険施設サービス

福祉用具貸与

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

地域密着型老人福祉施設

介護老人保健施設

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護

短期入所生活介護

短期入所療養介護

介護療養型医療施設

地域密着型通所介護

介護老人福祉施設

【利用者数の見込みの考え方】 
○現状の居住系施設、サービス事業所の設置数を基に推計しました。 

○各サービスの利用者は、推計認定者数に現状のサービス別の利用率を掛け合わせ算出しました。 

 （平成29年11月に新設された介護老人保健施設は、現状の利用率のほか、利用見込みを推計し 

  算出） 

  ＊サービス別利用者数 ＝ 認定者数×利用率 

○介護療養型医療施設は、転換期限が平成３５年度末までに延長となりました。 

 新たなサービスとして介護医療院が創設されることとなりましたが、転換が未定のため 

 現行の介護療養型医療施設として計上しました。 
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（単位：千円）

Ｈ29年度 H30年度 H31年度 Ｈ32年度 Ｈ37年度

122,851 129,756 145,401 162,242 216,099

13,021 16,877 18,456 21,614 29,360

39,133 40,246 43,618 47,277 64,280

13,732 17,174 19,093 21,562 30,495

6,825 9,754 10,933 11,756 14,732

240,422 242,339 265,161 285,777 373,943

75,516 80,582 87,581 96,666 125,332

39,278 39,921 44,199 47,117 59,868

8,048 9,470 10,998 11,674 14,088

233,751 295,805 295,805 295,805 295,805

61,187 61,676 67,969 74,551 98,283

3,480 4,866 5,189 6,176 6,500

1,394 1,333 1,333 1,333 1,333

51,292 54,304 57,488 59,939 71,981

32,125 38,109 42,759 47,117 59,763

100,683 113,564 119,322 124,581 129,841

343,973 342,110 347,937 353,939 353,939

0 0 0 0 0

11,339 14,422 16,728 18,301 19,887

133,673 137,290 146,938 155,519 187,479

748,942 737,255 738,675 740,482 740,482

377,487 507,137 507,137 507,137 507,137

406,828 458,283 458,283 458,283 458,283

3,064,978 3,352,273 3,451,003 3,548,848 3,858,910

介護療養型医療施設

合　　　　　　　　計

地域密着型通所介護

（３）住宅改修

（４）居宅介護支援（介護予防支援）

（５）介護保険施設サービス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

認知症対応型共同生活介護

地域密着型老人福祉施設

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

福祉用具購入

（２）地域密着型サービス

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

短期入所生活介護

短期入所療養介護

通所介護

通所リハビリテーション

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

訪問入浴介護

訪問看護

訪問介護

（１）居宅介護サービス

４．介護保険給付費の見込み

＊介護（予防)給付費の見込み＊

【給付費の見込みの考え方】 
○介護（予防）給付サービス利用者数推計と同じ前提条件で、各サービスごとの給付費を推計 
 しました。 
○第７期（平成３０年～３２年度）における介護保険事業のサービス給付見込額は、 
 約１０３．５億円となります。 
 これに一定以上の所得のある者に係る利用者負担増の影響や特定入所者介護サービス等給付費、 
 高額介護サービス等給付費などの見込額を加えると標準給付見込額は約１１２．６億円となり、 
 さらに地域支援事業費を加え、総額は約１２１．９億円となります。 
 これにより第１号被保険者の保険料負担分相当額は約２８．０億円（１２１．９億円×２３％） 
 となりますが、介護保険料はさらに調整交付金、基金の繰入等を勘案し収納すべき額を算定し 
 ます。 
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（単位：千円）

Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度 合　　　計

3,652,656 3,754,546 3,855,534 11,262,736

3,352,273 3,451,003 3,548,848 10,352,124

△ 14,055 △ 14,577 △ 15,117 △ 43,749

203,790 203,790 203,790 611,370

108,000 111,500 115,000 334,500

2,648 2,830 3,013 8,491

306,281 309,325 310,773 926,379

3,958,937 4,063,871 4,166,307 12,189,115

＊介護保険事業費等の見込み＊

標準給付見込額

介護給付費総額

一定以上所得者利用者負担の影響額

特定入所者介護サービス等給付費

第１号被保険者介護保険料負担分相当額（　12,189,115 × 23％  ） 2,803,496

高額介護サービス等給付費

審査支払手数料

地域支援事業費

合　　計（介護保険事業費等総額）
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